
神戸電鉄粟生線利用促進活動補助金交付要綱 

 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、神戸電鉄粟生線（以下「粟生線」という。）沿線地域の自治会、学校、法人、ボラ

ンティア団体その他の自主活動団体等（以下「団体等」という。）が、粟生線の利用促進等に資する事

業を実施する場合に、神戸電鉄粟生線活性化協議会（以下「協議会」という。）が、これを支援するた

め、事業の実施に要した経費の全部又は一部を補助することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（補助対象事業） 

第２条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、団体等が実施する事業のうち、次

に掲げる各号全ての要件に該当し、かつ協議会が認めたものとする。 

 (1) 粟生線の利用啓発及び利用促進に寄与する事業で次に掲げるもの 

  ア 粟生線の利用が見込める施設、場所（例えば、粟生線駅舎及びその駅前広場）等で実施するイ

ベント、講演会、駅美化活動、フリーマーケット等 

  イ 前号以外の場所で行う粟生線の利用を前提としたイベント、講演会等 

  ウ 粟生線各駅とイベント、講演会等の会場を結ぶ無料シャトルバスの運行 

 (2) 補助対象事業において次に掲げる活動が行われること。 

  ア チラシ等の広告物による当該補助対象事業の募集告知 

  イ 「粟生線サポーターズくらぶ」のチラシほか協議会制作物の配布、掲示等 

 (3) 国、県、市町又は民間を含めた各種補助団体等の補助金を受けて行うものでないこと。 

 (4) 団体等の宣伝又は営利を目的としたものでないこと。ただし、第１号ウに掲げる事業については

その限りでない。 

 (5) 他の団体等を補助することを目的としたものでないこと。 

 (6) 専ら団体等の維持運営を目的としたものでないこと。 

 (7) 広く一般に公開されており、かつ特定の団体、個人を対象とするものでないこと。 

 (8) 政治活動、宗教活動等に係るものでないこと。 

 (9) 暴力行為又は迷惑行為を伴うおそれがないこと。 

 (10) 団体等の構成員に「粟生線サポーターズくらぶ」の会員が含まれていること。 

 

（補助金） 

第３条 補助金の額は、補助対象事業に要する経費のうち、１事業につき１０万円を上限とする。この

場合において、当該上限を超える部分の費用及び補助対象の経費として認められない費用は、団体等

の負担とする。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、利用促進効果が高く、協議会が特に必要と認めたものについては、補

助金の額の上限を１事業につき２０万円とすることができる。 

 ３ 補助率は補助対象事業に要する経費の１０／１０以内とするが、第２条第１号ウに掲げる事業に

ついては１／２以内とする。 

 ４ 補助金の交付は、１団体につき各年度４回を限度とする。 

 



（交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする団体等は、事業を実施する前に神戸電鉄粟生線利用促進活動補

助金交付申請書兼収支予算書（様式第１号）に、次に掲げる書類等を添えて協議会に提出しなけれ

ばならない。 

 (1) 事業内容に関する企画書等 

 (2) 団体等の構成員の「粟生線サポーターズくらぶ」会員証の写し 

 

（交付決定及び通知） 

第５条 協議会は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付を決定した場合には、

神戸電鉄粟生線利用促進活動補助金交付決定通知書（様式第２号）により、当該団体等に通知する。 

 

（協議会名及び本補助の表示） 

第６条 前条の規定による通知を受けた団体等は、成果品や事業の実施を告知する印刷物等に、協議会

の名称及び当該補助金の交付を受けた旨を表示しなければならない。 

 

（実績報告） 

第７条 前条の規定による通知を受けた団体等は、補助対象事業が終了した日の翌日から起算して１箇

月以内に神戸電鉄粟生線利用促進活動補助金事業実施報告書兼収支精算書（様式第３号）を協議会に

提出し、その実績を報告しなければならない。 

 

（補助金額の確定及び通知） 

第８条 協議会は、前条の規定による報告があったときは、その内容を審査の上、補助金の額を確定し、

神戸電鉄粟生線利用促進活動補助金額確定通知書（様式第４号）により、当該団体等に通知するもの

とする。 

 

（補助金の交付） 

第９条 前条の規定による通知を受けた団体等は、神戸電鉄粟生線利用促進活動補助金請求書（様式第

５号）を協議会に提出し、補助金の交付を受けるものとする。 

 

（交付決定の取消又は返還） 

第１０条 補助対象事業の実施内容及び実施結果が交付決定時と異なる場合又は補助金を目的外に使用

した場合、協議会は交付決定を取り消すとともに、既に補助金が交付されている場合には、その全部

又は一部を返還させることができる。 

 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は協議会が別に定める。 

 ２ 本制度の補助金交付決定通知等の事務取扱は、三木市まちづくり部交通政策課（協議会事務局）、

神戸市住宅都市局交通政策部公共交通課、小野市総合政策部交通政策グループ及び神戸電鉄株式会

社鉄道事業本部企画部が行うものとする。 



 附 則 

１ この要綱は、平成２５年７月５日から施行する。 

２ この要綱は、平成２８年８月１２日から施行する。 


